
年金積立金管理運用独立行政法人の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成19年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成19年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,180 12,957 5,617
1,554

52
（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,481 10,563 4,580
1,267

71
（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,078 8,934 4,004
1,072

68
（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,739 2,739 （　　　　）

注１：「調整手当」とは、民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を考慮して支給してい

　　　るものである。

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付しています。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

※

◇

※

理事長

理事
（ 1人）

監事
（ 1人）

監事
（非常勤）
（ 1人）

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（△3％）
俸給月額の引き下げ　　1,088千円　→　1,055千円　（平成20年1月～）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（△3％）
俸給月額の引き下げ　　  887千円　→　  860千円　（平成20年1月～）

　 特別手当については、役員給与規程第10条第3項の規定に基づいて、業績の結果等に
より増減することができることとしている。平成19年度の特別手当については、厚生労働省
独立行政法人評価委員会が行う平成18年度業績評価の結果等を勘案のうえ、支給した。
　（参考）
　　　役員給与規程第10条第3項
　　　　 特別手当の額は、厚生労働省独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結果
　　　及びその者の勤務実績を考慮し、これを増額し、又は減額することができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（△3％）
俸給月額の引き下げ　　  750千円　→　  728千円　（平成20年1月～）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（△3％）
俸給月額の引き下げ　　  230千円　→　  223千円　（平成20年1月～）



３　役員の退職手当の支給状況（平成19年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職
千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

　該当者なし

　該当者なし

　該当者なし

　該当者なし

法人での在職期間

監事
（非常勤）

理事長

理事

摘　　要

監事



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成19年度における給与制度の主な改正点

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容

特別手当（賞与）
奨励手当は、その者の勤務成績に応じて、理事長がその都度定める割合
（職員給与規程第21条第7項）により計算した額とし、人事評価結果に伴い
差を設けることとしている。

本　俸
能力評価を行い、その結果により昇給幅に差を設けることととした。また昇
格、人事配置等を行う際の参考として用いることとしている。

　 一般管理費については、効率的な執行に努め、中期目標期間の最終年度において、
特殊法人時の最終年度（平成17年度）における資金運用業務に係る当該経費と比べて
12％以上の節減を行う。
　 このうち人件費については、「行政改革の重要方針」（閣議決定）を踏まえ、平成18年
度以降の5年間において5％以上の削減を行う。これを実現するため、中期目標期間の
最終年度までの間において、平成17年度を基準として4％以上の削減を行う。
　 併せて、国家公務員の給与構造改革を踏まえて、役職員の給与について必要な見直
しを進める。

　 給与水準の決定については、国家公務員の給与制度を参考としつつ、社会一般の情
勢等を考慮して決定する。

人事評価制度を導入した（平成20年1月）。
　(1) 職員の業務への取組みや業務の成果などを評価する実績評価により、奨励手当に
　　反映させる。
　(2) 職員の業務遂行能力を評価する能力評価により、昇給、昇格、人事配置等に活用
　　する。

○役員報酬の引き下げ
○職員給与規程の改正
　　・抑制型給与構造への転換
　　・中堅層の本俸水準の引き下げ、給与カーブのフラット化
　　・勤務実績の給与への反映
　　・管理職員の職務・職責を端的に反映できるよう役職手当を定額化
○賞与について、0.1月分の削減



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

57 43.6 8,103 5,880 204 2,223
人 歳 千円 千円 千円 千円

57 43.6 8,103 5,880 204 2,223
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注：在外職員、任期付職員、再任用職員、非常勤職員については、該当者がいないため省略した。

医療職種
（病院医師）

教育職種
（高等専門学校教員）

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

研究職種

うち賞与
平均年齢

平成19年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

うち所定内
人員



② 年間給与の分布状況（事務・技術職員）

注1：28-31歳層及び52-55歳層については、人員数が4人であることから、第1・第3四分位の折れ線を表示していない。

注2：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第1分位 第3分位

人 歳 千円 千円 千円

　代表的職位

・本部課長 7 51.9 9,628 10,568 11,292

・本部係員 3 29.5 － 4,272 －

注：本部係員については、人員数が4人以下であることから、第1・第3四分位の数値を記載していない。

平均平均年齢人員分布状況を示すグループ

年間給与の分布状況（事務・技術職員）
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③  職級別在職状況等（平成20年4月1日現在）（事務・技術職員）

計 5級 4級 3級 2級 1級

人 人 人 人 人 人

57 3 7 15 29 3

（ 5.3%） （12.3%） （26.3%） （50.9%） （5.3%）
歳 歳 歳 歳 歳

58～41 59～39 59～43 46～28 30～28

千円 千円 千円 千円 千円

8,645
～

7,206

8,033
～

6,742

7,565
～

5,280

5,954
～

3,192

3,371
～

2,966
千円 千円 千円 千円 千円

12,336
～

10,109

11,335
～

9,423

10,313
～

7,363

8,307
～

4,399

4,490
～

4,067

区分

標準的な職位

人員

（割合）

年齢（最高～最低）

所定内給与年額
(最高～最低)

年間給与額
(最高～最低)

課長部長 課長代理 主事 課員



④ 賞与（平成19年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

％ ％ ％

64.9 65.5 65.3

％ ％ ％

35.1 34.5 34.7

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

65.8 66.2 66.0

％ ％ ％

34.2 33.8 34.0

％ ％ ％

         最高～最低

⑤ 職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

116.6

108.6

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

34.6～32.8　　 34.8～33.1　　

対他法人（事務・技術職員）

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

35.0～33.3　　

43.1～33.1　　

査定支給分
（勤勉相当）

（平均）

査定支給分
（勤勉相当）

（平均）

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

夏季（6月） 冬季（12月）

40.7～31.6　　 41.8～32.3　　

対国家公務員（行政職（一））

一律支給分
（期末相当）

一般職員

区分

管理職員

計

一律支給分
（期末相当）



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案 102.9

参考 学歴勘案 113.2

地域・学歴勘案 100.0

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】

　　給与、報酬等支給総額は713,846千円であり、一般管理費及び業務経費の総額36,254,874千円

　に対する割合は2.0％である。

【管理職の割合】

　　国の16.2％（国家公務員給与等実態調査）に対し、当法人は43.9％（法人給与実態調査）と

 なっている。

【国からの財政支出について】

当法人は国からの交付金はゼロであり、国からの財政支出はない。

　 当法人は、職員の大卒者の割合（77.2％）が国家公務員行政職俸
給表（一）の適用を受ける職員の大卒者の占める割合（48.2％）（「平
成19年度国家公務員給与の概要」）よりも高いこと及び全ての職員が
東京勤務となっている当法人と、相当数の職員が地方勤務となってい
る国と比較していること等が給与に相応に反映された結果、国家公務
員の給与水準（年額）より高くなっている。
　 また、当法人の業務は、年金積立金の管理・運用を行い、収益を国
庫に納付することにより、厚生年金保険事業及び国民年金事業の運
営の安定に資するものであり、本業務を円滑かつ的確に遂行するため
には、金融分野における高度な専門知識と分析技術を有する優秀な
人材を確保していく必要がある。また、確保したうえでこのような人材を
法人に定着させ、能力を十分に発揮してもらうためには、民間金融機
関の給与水準を踏まえた処遇の考慮が必要なことから、国家公務員と
比較して給与水準が高くならざるをえない面がある。

項目

【累積欠損額について】

該当なし。

　給与水準の適切性の
　検証

平成19年度における対国家公務員指数（年齢）は116.6と国家公務員
を上回っているが、当法人の勤務地域は東京都特別区であり、地域
及び学歴勘案の対国家公務員指数は100.0となっている。平成22年
度においても100を下回るよう引き続き国の構造改革を踏まえた勤務
実績の給与等への反映、昇給幅を抑制した俸給表の適正な運用によ
り給与水準の抑制を図り、国との差異を是正する方向で留意していく。

（参考）平成22年度に見込まれる対国家公務員指数
年齢勘案　： 115.6
年齢＋地域＋学歴勘案　：　99.1

内容

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

講ずる措置

対国家公務員　　116.6

指数の状況



Ⅲ 総人件費について

当年度
（平成19年度）

前年度
（平成18年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注：上記（A）欄は、常勤役職員の給与、報酬等支払総額であり、財務諸表附属明細書の「役員及び
　　 職員の給与の明細」の金額とは一致しない。

総人件費について参考となる事項

42,910

713,139

中期目標期間開始時（平成
18年度）からの増△減

713,846

259.1

0.1

16,560 259.159,470

707

42,910

707 0.1

33,365

△ 7.5

△ 31.7△ 31.7 △ 15,487

△ 8,545

比較増△減区　　分

非常勤役職員等給与

給与、報酬等支給総額

退職手当支給額

2.2911,656

48,852 △ 15,487

892,071

△ 7.5

19,585 2.2

福利厚生費

最広義人件費
19,585

104,975 113,520 △ 8,545

・対前年度比における増減要因について
①給与、報酬等支給総額　　　＋0.1％
　　　前年とほぼ同水準。

②最広義人件費　　＋2.2％
　　　非常勤役職員等給与、福利厚生費ともに減少したが、長期勤続退職者の人数が多かったこと
　 により一時的に退職手当支給額が増加したために全体としては2.2％の増加となった。

・行革推進法、「行政改革の重要方針」（17.12.24閣議決定）による人件費削減の取組状況

①中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項

　　年金積立金管理運用独立行政法人中期目標
　　　　一般管理費（独立行政法人移行経費、退職手当、事務所移転経費を除く。）については、中
　　　期目標期間の最終年度において、特殊法人時の最終年度（平成17年度）における資金運用
　　　業務に係る当該経費と比べて12％以上節減すること。
　　　　このうち人件費については、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏ま
　　　え、平成18年度以降の5年間において、国家公務員に準じた人件費削減の取組を行うこと。
　　　これを実現するため、中期目標期間の最終年度までの間においても、必要な取組を行うこと。
　　　　併せて、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、給与体系の見直しを進めること。

②中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針

　　　　一般管理費（独立行政法人移行経費、退職手当、事務所移転経費を除く。）については、効
　　　率的な執行に努め、中期目標期間の最終年度において、特殊法人時の最終年度（平成17年
　　　度）における資金運用業務に係る当該経費と比べて12％以上の節減を行う。
　　　　このうち人件費（退職手当及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）を除く。）につ
　　　いては、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏まえ、平成18年度以降
　　　の5年間において5％以上の削減を行う。これを実現するため、中期目標期間の最終年度まで
　　　の間において、平成17年度を基準として4％以上の削減を行う。
　　　　併せて、国家公務員の給与構造改革を踏まえて、役職員の給与について必要な見直しを進
　　　める。



Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

平成19年度

713,846

△ 11.2

△ 11.9

803,974

平成18年度

713,139

△ 11.3

△ 11.3

基準年度
（平成17年度）

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

（人件費削減の場合）　　　　　　　総人件費改革の取組状況

年　　　度

人件費削減率（補正値）
（％）

③人件費削減の場合の取組の進ちょく状況


